
上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、書面
交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書
面）への記載を省略しております。なお、本株主総会におきましては、書面交
付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除
いたものを記載した書面を一律でお送りいたしております。

第19期定時株主総会の招集に際しての
電 子 提 供 措 置 事 項
●　事業報告
「主要な営業所」
「従業員の状況」
「主要な借入先の状況」
「株式の状況」
「新株予約権等の状況」
「会計監査人の状況」
「業務の適正を確保するための体制」
「会社の支配に関する基本方針」
●　連結計算書類
「連結株主資本等変動計算書」
「連結注記表」
●　計算書類
「株主資本等変動計算書」
「個別注記表」
●　その他
「連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書」

第19期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

タメニー株式会社



本社 東京都品川区

店舗

●パートナーエージェント・パーティー事業併設店舗
1. 札幌店（北海道札幌市中央区）
2. 仙台店（宮城県仙台市青葉区）
3. 上野店（東京都台東区）
4. 丸の内店（東京都千代田区）
5. 大宮店（埼玉県さいたま市大宮区）
6. 横浜店（神奈川県横浜市西区）
7. 高崎店（群馬県高崎市）
8. 静岡店（静岡県静岡市葵区）
9. 神戸店（兵庫県神戸市中央区）

10. 京都店（京都府京都市下京区）
11. 福岡店（福岡県福岡市中央区）

●パートナーエージェント専用店舗
12. 新宿店（東京都新宿区）
13. 銀座店（東京都千代田区）
14. 池袋店（東京都豊島区）
15. 船橋店（千葉県船橋市）
16. 名古屋店（愛知県名古屋市中村区）

●パートナーエージェント・ウェディング・保険クリニック併設店舗
17. 梅田店（大阪府大阪市北区）

●パーティー事業・ウェディング・保険クリニック併設店舗
18. 渋谷店（東京都渋谷区）

●パーティー事業専用店舗
19. 銀座店（東京都中央区）
20. 西新宿店（東京都新宿区）
21. 大阪店（大阪府大阪市北区）

●ウェディング専門店舗
22. 名古屋ショールーム（愛知県名古屋市中村区）

●studio LUMINOUS専用店舗
23. LUMINOUS銀座（東京都中央区）
24. LUMINOUS渋谷（東京都渋谷区）
25. LUMINOUS天神（福岡県福岡市中央区）
26. LUMINOUSお台場（東京都江東区）
27. LUMINOUS名古屋（愛知県名古屋市中村区）

●studio LUMINOUS・LUMINOUS Les Bijoux併設店舗
28. LUMINOUS大阪（大阪府大阪市中央区）

●LUMINOUS Les Bijoux専用店舗
29. LUMINOUS Les Bijoux恵比寿（東京都渋谷区）

主要な営業所（2023年３月31日現在）
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セ グ メ ン ト の 名 称 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減
婚 活 事 業 146 （12） 名 18名減 (増減なし)
カジュアルウェディング事業 111 （18） 名 6名増 (１名増)
テ ッ ク 事 業 10 （3） 名 6名減 (3名増)
ラ イ フ ス タ イ ル 事 業 5 （0） 名 増減なし (増減なし)
法 人 ・ 自 治 体 向 け 事 業 8 （8） 名 13名減 (８名増)
報 告 セ グ メ ン ト 計 280 （41） 名 31名減 (12名増)
全 社 （ 共 通 ） 60 （1） 名 52名減 (３名減)
合 計 340 （42） 名 83名減 (９名増)

従業員の状況（2023年３月31日現在）

（注）１. 従業員数は就業人員であり、パート及びアルバイト社員は（　）内に年間の
平均人員を外数で記載しております。

２. 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定セグメントに区分でき
ない管理部門に所属しているものであります。

３．当期において従業員数は83名減少しておりますが、その主要因は法人・自治
体向け事業のうちタメニーアートワークス株式会社（2023年３月31日に当
社と合併し解散）が運営していた部分に関する吸収分割契約による労働契約
の承継及び管理部門の組織構造の効率化です。

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,242百万円
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 877百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 689百万円
株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 310百万円
株 式 会 社 横 浜 銀 行 303百万円
株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 141百万円
株 式 会 社 北 陸 銀 行 134百万円
株 式 会 社 千 葉 銀 行 134百万円

主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）
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⑴　発行可能株式総数 35,280,000株
⑵　発行済株式の総数 26,259,100株
⑶　株主数 8,174名

株 主 名 持 株 数 持株比率
佐 藤 　 茂 3,341,000株 12.72％
株式会社ＴＭＳホールディングス 1,803,000株 6.86％
株式会社フォーシスアンドカンパニー 1,595,700株 6.07％
ア イ ・ ケ イ ・ ケ イ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 1,063,800株 4.05％
株 式 会 社 ト ー テ ム 780,900株 2.97％
楽 天 証 券 株 式 会 社 604,400株 2.30％
小 林 正 樹 441,000株 1.67％
高 梨 雄 一 朗 398,500株 1.51％
貝 瀬 雄 一 390,100株 1.48％
ＵＢＳ　ＡＧ　ＬＯＮＤＯＮ　Ａ／Ｃ　
ＩＰＢ　ＳＥＧＲＥＧＡＴＥＤ　ＣＬ
Ｉ Ｅ Ｎ Ｔ 　 Ａ Ｃ Ｃ Ｏ Ｕ Ｎ Ｔ

360,000株 1.37％

株式の状況（2023年３月31日現在）

（注）発行済株式の総数が前事業年度に比べ1,277,100株増加しておりますが、
これは、新株予約権の行使および2023年3月28日を払込期日とする第三者
割当による新株発行によるものであります。

⑷　大株主

（注）持株比率は、自己株式129株を控除して計算しております。なお、タメニー
株式会社従業員持株会が所有する株主名簿上の当社株式264,700株につい
ては、自己株式には含めておりません。
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新株予約権等の状況（2023年３月31日現在）
⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として
交付された新株予約権の状況
該当事項はありません。

⑵　当事業年度中に当社従業員に対し職務執行の対価として交付した新株予約
権の状況
該当事項はありません。

⑶　その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その
他の財産上の利益の合計額 33,000千円

会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称　太陽有限責任監査法人

⑵　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融
商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質
的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額に
はこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び
報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行っ
たうえで、会計監査人の報酬等について同意の判断をいたしました。

⑶　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ
ると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決
定し、取締役会は、当該決定に基づき当該議案を株主総会の会議の目的とす
ることといたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目
に該当すると認められる場合は、監査役会にて協議の上、監査役全員の同意
に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監
査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任
した旨と解任の理由を報告いたします。

⑸　責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下
のとおりです。
⑴　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①取締役は、企業倫理規程に基づいて、高い倫理感と良心をもって職務遂
行にあたり、法令、定款及び社内諸規程を遵守するとともに、社会規範
に沿った責任ある行動をとるものとします。
②コンプライアンス体制の構築・維持については、代表取締役社長の命を
受けた内部監査室が、内部監査規程に基づき、取締役の職務の執行に関
する状況把握、監視、対応を定期的に行い、代表取締役社長に報告する
ものとします。なお、法令遵守に関する社内教育・研修は総務部門と連
携して行うものとし、定期的にコンプライアンス・プログラムを策定
し、取締役に対し、コンプライアンスに関する研修を行うことによりコ
ンプライアンスに対する知識を高め、コンプライアンス意識を醸成する
ものとします。
③内部通報規程に基づき、法令違反、社内諸規程上疑義のある行為等につ
いてその情報を直接提供することができる内部通報窓口を設置し、社内
周知の上、運用するものとします。また、通報内容については、速やか
に調査を行い、是正のための措置を講じるものとします。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理については、管理部門を管
掌する取締役を担当役員とし、職務執行に係る情報を適切に文書又は電磁
的記録により記録し、文書管理規程に定められた期間保存・管理をするも
のとします。なお、取締役及び監査役は、これらの文書等を常時閲覧でき
るものとし、担当役員はその要請に速やかに対応するものとします。
⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社はリスク管理規程に基づき、当社が直面する、あるいは将来発生す
る可能性のあるリスクを識別し、識別したリスクに対して組織的かつ適切
な対策を講じるため、リスク管理とコンプライアンスを一体で推進するリ
スク・コンプライアンス委員会を設置します。リスクの回避及び軽減等に
必要な対策を講じるとともに、講じた対策が有効であるか定期的に評価す
るものとします。なお、緊急事態が発生した場合には、代表取締役社長を
最高責任者とする体制をとり、早期解決に向けた対策を講じるとともに、
再発防止策を策定するものとします。
⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①取締役会は、全社的に共有する事業計画を定め、各取締役は、計画達成
に向けて各部門が実施すべき具体的な数値目標及びアクションプランを
定めるものとし、その達成に向けて月次で予算管理を行い、主要な指標
については、進捗管理を行うものとします。
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②定時取締役会については月１回開催し、月次決算及び業務報告を行い、
取締役の職務執行状況の監督を行うとともに、重要な業務執行について
の意思決定を行うものとします。

⑸　従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①従業員は、企業倫理規程に基づいて、高い倫理感と良心をもって職務遂
行にあたり、法令、定款及び社内諸規程を遵守するとともに、社会規範
に沿った責任ある行動をとるものとします。
②コンプライアンス体制の構築・維持については、代表取締役社長の命を
受けた内部監査室が、内部監査規程に基づき、従業員の職務の執行に関
する状況把握、監視、対応を定期的に行い、代表取締役社長に報告する
ものとします。なお、法令遵守に関する社内教育・研修は総務部門と連
携して行うものとし、定期的にコンプライアンス・プログラムを策定
し、従業員に対し、コンプライアンスに関する研修を行うことによりコ
ンプライアンスに対する知識を高め、コンプライアンス意識を醸成する
ものとします。
③内部通報規程に基づき、法令違反、社内諸規程上疑義のある行為等につ
いてその情報を直接提供することができる内部通報窓口を設置し、社内
周知の上、運用するものとします。また、通報内容については、速やか
に調査を行い、コンプライアンス是正のための措置を講じるものとしま
す。

⑹　会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①子会社の業務管理のため、関係会社管理規程を制定するとともに統括的
に管理を行う取締役を任命し、職務の執行にかかわる重要な事項の報告
を義務付ける等、厳正な指導、監督を行うものとします。
②子会社の損失のリスク等については、リスク管理規程に基づき、リスク
管理を行うものとします。
③子会社から毎月の業況を当社取締役会に報告させ、計画の進捗管理を行
うものとします。
④監査役並びに内部監査室は、子会社等の重要な業務運営について、法令
及び定款に適合しているか、監査を実施し、その結果を報告するものと
します。

⑺　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における
当該従業員に関する事項
　内部監査室が協力するとともに、監査業務に必要な補助すべき特定の従
業員の設置が必要な場合、監査役はそれを指定できるものとします。
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⑻　前号の従業員の取締役からの独立性に関する事項及び当該従業員に対す
る監査役の指示の実効性の確保に関する事項
　監査役より監査業務に係る指揮命令を受けた特定の従業員は、所属長の
指揮命令を受けないものとします。また、当該従業員の人事異動及び人事
考課を行う場合は、監査役の意見を聴取し、その意見を十分尊重して実施
するものとします。
⑼　取締役及び従業員並びに子会社の取締役等が監査役に報告するための体
制、その他の監査役への報告に関する体制
①監査役は、取締役会その他重要会議に出席し、必要に応じて意見を表明
するものとします。
②当社グループの役職員、子会社の役職員又はこれらの者から報告を受け
た者は、重大な法令違反及び著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知
ったとき等は、監査役もしくは総務部門に報告するものとします。
③監査役は必要に応じていつでも取締役に対し報告を求めることができる
ものとします。
④当社は、当社グループの監査役へ報告を行った当社グループの役職員が
当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないものとして
おります。

⑽　監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関
する事項
　当社は、当社グループの監査役の職務の執行に協力し、監査の実効性を
担保するための費用について予算に計上し、監査役が費用の前払い又は事
後の支払い等の請求をした時は、速やかに当該費用又は債務の処理をしな
ければならないものとしております。
⑾　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①取締役会は、監査役が重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を効
率的かつ効果的に把握できるようにするため、いつでも取締役及び従業
員に対して報告を求めることができるようにするとともに、監査役の社
内の重要な会議への出席を拒まないものとします。
②また、監査役は、内部監査室と緊密に連携し、定期的に情報交換を行う
ものとし、必要に応じて会計監査人、顧問弁護士と意見交換等を実施で
きるものとします。
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　当社における上記業務の適正を確保するための体制の運用状況は、以下のと
おりです。
①月に１回取締役会を開催し、各部門から業績に関する報告が行われるとと
もに、子会社の状況についても適宜報告が行われております。また、経営
会議を週１回開催し、日常の業務執行の確認や協議を行っており、取締役
会への付議議案についての意思決定プロセスの明確化及び透明性の確保を
図っております。

②各監査役は取締役会に参加し、適宜意見を述べております。
③社外取締役は、任意で監査役会に出席することができ、情報収集、情報交
換ができるようにしております。
④四半期に１回、取締役、監査役が出席するリスク・コンプライアンス委員
会を開催し、社内におけるリスクの洗い出しやその対応方針の決定、コン
プライアンスに関する状況報告と必要に応じた対策の立案や実施をしてお
ります。
⑤監査役、会計監査人及び内部監査室は定期的なミーティングを開催し、情
報の交換を行っております。
⑥内部監査室は内部統制システムの運用についての重要な不備がないかモニ
タリングを継続的に行っております。
⑦内部監査室及び総務担当部門が中心となり、当社の各部門に対してコンプ
ライアンス研修を実施するなど、コンプライアンスに対する意識付けを行
っております。
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会社の支配に関する基本方針
Ⅰ.当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当
社株式の自由な取引を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為
（Ⅲ.２.（１）に定義します。）であっても、当社グループの企業価値ひいて
は株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定
するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付行為の提案に
応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。た
だし、株式の大規模買付行為の提案の中には、例えばステークホルダーとの
良好な関係を保ち続けることができない可能性があるなど、当社グループの
企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グルー
プの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最
終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されないものもありえま
す。
そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から付託された者
の責務として、株主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式の大規
模買付行為の提案者との交渉などを行う必要があると考えています。

Ⅱ.当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に
資する特別な取組みについて

１．企業価値向上その他の当社の財産の有効な活用のための取組み
当社グループは、「よりよい人生をつくる。」という企業理念を掲げ、お

客様が求める独自のサービスを創出し、提供することで成長を続けていま
す。とくに、近年では既存事業と相乗効果が高く、市場拡大が見込める領域
への投資も積極化し、事業領域は婚活、カジュアルウェディング、テック、
ライフスタイル、法人・自治体向けと多岐に広がることとなりました。さら
に、各領域では多様化する価値観にあわせて事業を深耕し、婚活領域は高付
加価値な結婚相談所にとどまらず、エントリー型の婚活パーティーやマッチ
ングアプリ、企業や地方自治体向けソリューション提供等、様々なサービス
を展開するに至っています。加えて、カジュアルウェディング領域は、新た
な挙式披露宴や結婚式二次会にとどまらず、少人数挙式、会費制パーティ
ー、フォトウェディング等のサービスラインアップを拡充し、結果としてカ
ジュアルウェディングの全顧客ニーズに対応できる体制となりました。この
結果、当社婚活やカジュアルウェディングサービスを利用し、ご成婚、ある
いは結婚式をされるお客様は年間約7,400組を数えることとなり、今後はお
客様の結婚後の生活品質向上を担うライフスタイル領域の業容拡大も企図し
ています。こうした積み重ねにより、当社グループでは将来にわたり企業価
値ひいては株主共同の利益の確保・向上を図っていく所存であります。

２．コーポレート・ガバナンスの強化その他の適切な企業集団の形成のための取組み
(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

企業価値の最大化を図るにあたり、各ステークホルダーとの関係強化及
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び経営統治・内部統制機能の充実を図ることが、当社のコーポレート・ガ
バナンスに対する取り組みの基本的な考え方であり、経営上の最重要項目
と位置付けています。意思決定の迅速化・活性化、業務執行に対する監督
機能の強化、取締役に対する経営監視機能の強化、及び内部統制システム
を整備することで、会社の透明性、公正性を確保し、各ステークホルダー
へ適正かつタイムリーな情報開示に努めています。

(2) コーポレート・ガバナンス体制
ステークホルダーの期待に応え、継続的に企業価値を高めていくために

は、経営における「執行と監督の分離」が最も効果的であると考え、当社
経営陣の監督機関としての取締役会及び監査役会を設置しています。取締
役会は取締役５名（うち社外取締役２名）で構成し、毎月１回以上開催
し、経営の基本方針、法令により定められた事項、業務執行に関する重要
事項を決定しています。また、取締役はその役割と責任を明確にするため
任期を１年としています。
上記に加え、業務執行に関する重要事項の決定、重要経営事項の事前審

議、情報の伝達及び共通理解、リスクに関する検討等を目的とした経営会
議を設置しています。また、内部監査機能の充実を図るため各取締役、各
事業部門の監査機関として代表取締役社長直属の組織である内部監査室を
設置し、内部監査計画に基づき、監査を実施し、その結果は代表取締役社
長に報告され、指摘事項の改善状況の確認等を行っています。内部監査に
ついては、代表取締役社長直属の組織として内部監査室（２名）を置き、
内部監査規程に基づいて、また監査役会や監査法人と連携を取りながら、
業務の運営が効率的、合理的に行われているかを検証、評価し、改善すべ
き点については改善指示を出し、その後改善の様子をモニタリングするこ
とにより、当社の業績の改善、経営の効率化に資することを目的として、
2内部監査を実施しております。内部監査は、各部署に対して年１回以上
行えるように監査計画を策定し、監査結果については、代表取締役社長と
被監査部門に報告するとともに、業務改善に向けた助言・勧告を行ってお
り、内部統制が有効に機能するように努めております。
監査役会は監査役３名（うち社外監査役３名）で構成し、原則毎月１回

開催しています。また、監査役会で選定された常勤監査役は、取締役会の
みならず、経営会議等の重要な会議に出席し、取締役の業務執行状況の監
査などを行っています。この他、リスクに対して組織的かつ適切な対策を
講じるため、リスク管理とコンプライアンスを一体で推進することを目的
とし、代表取締役社長を委員長とする独立したリスク・コンプライアンス
委員会を設置し、委員会を３カ月に１回以上開催し、リスク情報を早期に
把握・共有することでリスクの顕在化の未然防止に努めています。

(3) 内部統制システムの整備
経営の有効性及び効率性の向上、財務報告の信頼性の確保、諸法規等の

遵守のため、職務分掌及び内部牽制の考え方を基礎に、業務特性やリスク
に応じた各種の統制を導入しています。また、これらの内容を取締役会に
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て、「内部統制システムに関する基本方針」として定めた上で、これに基
づき、諸規程を定め、適正に運用を行っています。さらに、内部監査室主
導で内部監査を実施し、所定の内部統制が有効に機能しているかを定期的
に検証するとともに、絶えずその改善・強化に努めています。諸法規等の
遵守に関しては、内部監査室が動向を把握し、また顧問弁護士等の外部専
門家との適切なコミュニケーションにより、徹底に努めています。

Ⅲ.基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が
支配されることを防止するための取組み
当社は、2021年２月1日付け取締役会において、当社の財務及び事業の方

針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（会社法施行規則第118条
第３号に規定されるものをいい、以下、「基本方針」といいます。）並びに
基本方針に照らして不適切な者（以下、「不適切者」といいます。）によっ
て当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組
み（会社法施行規則第118条第３号ロ（２））の一つとして、当社株式等の
大規模買付行為に関する対応策（以下、「本プラン」といいます。）を導入
することを決議し、また、2021年６月22日に開催の株主総会において本プ
ランのご承認を頂いており、2024年６月開催予定の定時株主総会終結の時に
終了します。本プラン具体的内容は以下の通りです。

１．本プランの概要
本プランは、以下のとおり、当社株式等の大規模買付者が遵守すべきルー
ルを策定するとともに、条件を満たす場合には当社が対抗措置をとることに
よって、大規模買付者に損害が発生する可能性があることを明らかにし、こ
れらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益
に資さない当社株式等の大規模買付者に対して、警告を行うものです。な
お、本プランにおいては、対抗措置の発動等に当たって、当社取締役会の恣
意的判断を排除するため、独立委員会規程に従い、当社と利害関係のない社
外取締役、社外監査役、又は社外の有識者（実績のある会社経営者、官庁出
身者、弁護士、公認会計士若しくは学識経験者又はこれらに準じる者）で構
成される独立委員会（以下、「独立委員会」といいます。）の勧告を最大限
尊重するとともに、株主及び投資家の皆様に適時適切に情報開示を行うこと
により透明性を確保することとしています。

２．本プランの内容
(1) 本プランに係る手続き
①対象となる大規模買付行為

本プランは以下の(ⅰ)又は(ⅱ)に該当する当社株式等の買付け又はこ
れに類似する行為（以下、「大規模買付行為」といいます。）がなされ
る場合を適用対象とします。大規模買付者は、予め本プランに定められ
る手続に従わなければならないものとします。

(ⅰ) 当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％以上
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となる買付け
(ⅱ) 当社が発行者である株式等について、公開買付けに係る株式等の株式等所

有割合及びその特定株主グループの株式等所有割合の合計が20％以上とな
る公開買付け

②意向表明書の当社への事前提出
大規模買付者におきましては、大規模買付行為の実行に先立ち、当社
取締役会に対して、当該大規模買付者が大規模買付行為に際して本プラ
ンに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下、「意
向表明書」といいます。）を当社の定める書式により日本語で提出して
いただきます。

③本必要情報の提供
上記②の意向表明書をご提出いただいた場合には、大規模買付者にお

きましては、以下の手順に従い、当社に対して、大規模買付行為に対す
る株主及び投資家の皆様のご判断並びに当社取締役会の評価・検討等の
ために必要かつ十分な情報（以下、「本必要情報」といいます。）を日
本語で提供していただきます。なお、当社取締役会は、大規模買付者か
ら大規模買付行為の提案がなされた事実とその概要及び本必要情報の概
要その他の情報のうち、株主及び投資家の皆様のご判断に必要であると
認められる情報がある場合には、適切と判断する時点で開示いたしま
す。また、当社取締役会は、大規模買付者による本必要情報の提供が十
分になされたと認めた場合には、その旨を大規模買付者に通知（以下、
「情報提供完了通知」といいます。）するとともに、その旨を速やかに
開示いたします。

④取締役会評価期間の設定等
当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、その翌日を起算日と

して、大規模買付行為の評価の難易度等に応じて、当社取締役会による
評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための期間（以下、「取
締役会評価期間」といいます。）として設定し、速やかに開示いたしま
す。
取締役会評価期間は、評価・検討のために不十分であると取締役会及
び独立委員会が合理的に認める場合に限り、延長できるものとします
が、延長の期間は最大30日間とします。その場合は、具体的延長期間及
び当該延長期間が必要とされる具体的理由を大規模買付者に通知すると
共に株主及び投資家の皆様に開示いたします。
当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外

部専門家等の助言を得ながら、大規模買付者から提供された本必要情報
を十分に評価・検討し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上
の観点から、大規模買付者による大規模買付行為の内容の検討等を行う
ものとします。当社取締役会は、これらの検討等を通じて、大規模買付
行為に関する当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、大規模買
付者に通知するとともに、適時かつ適切に株主及び投資家の皆様に開示
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いたします。また、必要に応じて、大規模買付者との間で大規模買付行
為に関する条件・方法について交渉し、更に、当社取締役会として、株
主及び投資家の皆様に代替案を提示することもあります。

⑤対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告
独立委員会は、大規模買付者が出現した場合において、取締役会評価

期間内に、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非に関する勧告を
行うものとします。独立委員会の判断が、当社の企業価値・株主共同の
利益の確保・向上に資するようになされることを確保するために、独立
委員会は、当社の費用で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した第
三者（投資銀行、証券会社、フィナンシャル・アドバイザー、公認会計
士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を得
ることができるものとします。なお、独立委員会が当社取締役会に対し
て勧告をした場合には、当社取締役会は、当該勧告の事実とその概要そ
の他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに開示いたし
ます。

⑥取締役会の決議、株主意思の確認
当社取締役会は、上記⑤に定める独立委員会の勧告を最大限尊重し、

かかる勧告を踏まえて当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上と
いう観点から速やかに対抗措置の発動又は不発動の決議を行うものとし
ます。なお、独立委員会が対抗措置の発動を勧告するに際して、当該発
動に関して事前に株主意思の確認を得るべき旨の留保を付した場合、当
社取締役会は、実務上開催が著しく困難な場合を除き、実務上可能な限
り最短の時間で株主意思確認のための株主総会（以下、「株主意思確認
総会」といいます。）を招集し、対抗措置の発動に関する議案を付議し
ます。株主意思確認総会は、定時株主総会又は臨時株主総会とあわせて
開催する場合があります。ただし、大規模買付者が本プランに規定する
手続を遵守しなかった場合には、当社取締役会は、株主意思確認総会を
招集することなく、対抗措置の発動を決議します。
当社取締役会において株主意思確認総会の開催を決定した場合には、

取締役会評価期間はその時点を以て終了するものとします。当該株主意
思確認総会にて、対抗措置の発動に関する議案が可決された場合には、
当社取締役会は株主意思確認総会における決定に従い、対抗措置の発動
に関する決議を行い、必要な手続を行います。一方、当該株主意思確認
総会において、対抗措置の発動に関する議案が否決された場合には、当
社取締役会は、対抗措置の不実施に関する決議を行います。株主意思確
認総会における投票は、当社の通常の株主総会における普通決議に準ず
るものとし、賛否を決するものとします。
当社取締役会は、上記の各決議を行った場合には、当該決議の概要そ

の他当社取締役会及び独立委員会が適切と判断する事項について、また
株主意思確認総会を実施した場合には、投票結果その他取締役会及び独
立委員会が適切と判断する事項について、速やかに開示いたします。
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⑦対抗措置発動の停止
当社取締役会が上記⑥の手続に従い対抗措置の発動を決議した後又は

発動後においても、(ⅰ)大規模買付者が大規模買付行為を中止した場合
又は(ⅱ)対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった事実関係等に
変動が生じ、かつ、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上とい
う観点から対抗措置の発動が相当でないと考えられる状況に至った場合
には、当社取締役会は対抗措置の停止の決議を行うものとします。
当社取締役会は、上記決議を行った場合、当該決議の概要その他当社
取締役会が適切と判断する事項について速やかに情報開示を行います。

⑧大規模買付行為の開始
大規模買付者は、本プランに規定する手続を遵守するものとし、取締
役会において対抗措置の不発動の決議がなされるまでは大規模買付行為
を開始することはできないものとします。

(２)本プランにおける対抗措置の具体的内容
当社取締役会が上記(１)⑥に記載の決議に基づき発動する対抗措置

は、新株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）の無償割当て
とします。
当社取締役会は、対抗措置の発動を決議した後又は発動後において
も、上記(１)⑦に記載のとおり、対抗措置発動の停止を決定することが
あります。例えば、対抗措置として当社取締役会が本新株予約権の無償
割当てを決議した場合において、大規模買付者が大規模買付行為を中止
し、当社取締役会が上記(１)⑦に記載の決議を行った場合には、本新株
予約権の無償割当てについて設定した基準日に係る権利落ち日の前日ま
でにおいては本新株予約権の無償割当てを中止し、本新株予約権の無償
割当ての効力発生日以後、本新株予約権の行使期間の開始日の前日まで
においては当社が無償で本新株予約権を取得する等の方法で、対抗措置
の発動を停止することができるものとします。

(３)本プランの有効期間、廃止及び変更
本プランの有効期間は、2024年６月開催予定の定時株主総会終結の

時に終了します。ただし、かかる有効期間の満了前であっても、当社の
株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がなされた場合には、
本プランは当該決議に従い、その時点で変更又は廃止されるものとしま
す。また、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会に
より本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プランはその時点で
廃止されるものとします。なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取
引法、その他の法令若しくは金融商品取引所規則の変更又はこれらの解
釈・運用の変更、又は税制、裁判例等の変更に伴う形式的な変更が必要
と判断した場合は、随時、独立委員会の承認を得たうえで、本プランを
修正し、又は変更することができるものとします。他方、当社取締役会
が、本プランの内容について当社株主の皆様に実質的な影響を与えるよ
うな変更を行う場合には、改めて直近で開催される株主総会に付議し株
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主の皆様のご承認をいただくことといたします。
当社は、本プランを廃止又は本プランの内容について当社株主の皆様
に実質的な影響を与えるような変更を行った場合には、当該廃止又は変
更の事実及び（変更の場合には）変更内容その他当社取締役会が適切と
認める事項について、速やかに開示いたします。

Ⅳ具体的な取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由
本プランは、2021年２月1日付けの当社取締役会の決議により導入された
ものですが、当社の株主総会における本プランの変更又は廃止の決議により
廃止することができるなど、株主の総体的意思によってこれを変更又は廃止
できる手段が設けられており、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に
発表した「企業価値・株主共同利益の確保又は向上のための買収防衛策に関
する指針」の定める株主意思の原則を充足していると判断しております。

－ 16 －



( 2022年４月　1日から2023年３月31日まで )
（単位：千円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 44,000 1,140,198 △946,816 △59 237,323
当連結会計年度変動額
親会社株主に帰属する
当期純損失 △237,262 △237,262
新株の発行
（新株予約権の行使） 201 201 402

新株の発行 74,994 74,994 149,989
減資 △74,994 74,994 －
欠損填補 △388,124 388,124 －
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額
（純額）

－

当連結会計年度変動額
合計 201 △237,933 150,862 － △86,870

当連結会計年度末残高 44,201 902,265 △795,954 △59 150,452

連結株主資本等変動計算書
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（単位：千円）
その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証
券評価差額金

その他の包括
利益累計額合計

当連結会計年度期首残高 － － － 237,323
当連結会計年度変動額
親会社株主に帰属する
当期純損失 － △237,262
新株の発行
（新株予約権の行使） － 402

新株の発行 － 149,989
減資 － －
欠損填補 － －
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額
（純額）

－ － － －

当連結会計年度変動額
合計 － － － △86,870

当連結会計年度末残高 － － － 150,452

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 １社
連結子会社の名称 タメニーエージェンシー株式会社
※　2023年３月31日付でタメニーアートワークス株式会社は、タメニー株式会社を存

続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用の関連会社数 ０社

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法
有価証券
その他有価証券
イ　市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）を採用しております。

ロ　市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

棚卸資産
イ　商品及び仕掛品

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方
法）を採用しております。

ロ　貯蔵品
最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切
下げの方法）を採用しております。

－ 19 －



(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ　有形固定資産

定率法を採用しております。但し、建物（建物附属設備は除
く。）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備について
は、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び建物附属設備　３年～18年
工具、器具及び備品　　２年～15年

ロ　無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な償却年数は次のとおりであります。
ソフトウエア（自社利用分）　５年（社内における利用可能期間）
のれん 11年～12年

(3)重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

(4)収益及び費用の計上基準
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の

時点は以下のとおりであります。
①婚活事業
婚活事業においては、会員に対して種別等に応じたサービスを
提供することを履行義務としています。会費等については時の経
過に基づき、また各種利用料については利用に応じて履行義務が
充足されると判断しており、したがって会費等については契約期
間等にわたって収益を認識し、各種利用料については利用状況に
応じて月の収益として認識しています。
なお、取引の対価は概ね各月において履行義務の充足前に前受
けする形、もしくは履行義務の充足時点から概ね２ヶ月以内に受
領しています。
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②カジュアルウェディング事業
カジュアルウェディング事業においては、結婚式等のサービス
を提供することを履行義務としています。サービスの提供を行っ
た時点で履行義務が充足されると判断しており、したがって施行
時に収益として認識しています。
なお、取引の対価は概ね各月において履行義務の充足前に前受

けする形、もしくは履行義務の充足時点から概ね１ヶ月以内に受
領しています。

収益は顧客との契約において約束された対価から値引き及び割戻し
等を控除した金額で測定しております。

(5)重要なヘッジ会計の方法
イ　ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理を適用しております。
ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　金利スワップ取引
ヘッジ対象　借入金

ハ　ヘッジ方針
将来の金利市場における変動リスクを回避する目的で実施して

おります。経営の安定化に寄与すると判断し取り組んでおり、投
機的な取引は行わない方針です。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の
判定を省略しております。

(6)のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、個別案件ごとに判断し、20年以内の合理

的な年数で定額法により償却を行っております。
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（会計方針の変更）
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
31号　2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）
を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項
に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新た
な会計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、これによ
る連結計算書類に与える影響はありません。

（表示方法の変更）
該当事項はありません。
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（重要な会計上の見積り）
　カジュアルウェディング事業ののれん及び固定資産の減損
①当年度の連結計算書類に計上した金額
・帳簿価額1,758百万円
②固定資産の減損損失の認識の要否
・算出方法
　新型コロナウイルスの影響による収益性の悪化により減損の兆候があると判
断し、カジュアルウェディング事業資産（のれん残高1,223百万円、その他固
定資産残高535百万円）について、事業計画に基づく割引前将来キャッシュ・
フローの総額が資産グループののれん及び固定資産の帳簿価額を超えると判断
したため、移転決議を行った渋谷店を除いて、減損損失は計上しておりませ
ん。
・主要な仮定
　減損損失を認識するかどうかの判定において用いられる将来キャッシュ・フ
ローについては、経営者が承認した事業計画をもとに算定しております。な
お、新型コロナウイルス感染症の影響は緩やかに縮小するものの、翌事業年度
以降も一定期間にわたり業績に影響を及ぼすことを前提に将来キャッシュ・フ
ローの見積りを行っております。
・翌事業年度の計算書類に与える影響
　減損損失の認識に当たっては、将来の収益性等を慎重に検討しております
が、将来において経営・市場環境の変化等により将来キャッシュ・フローの見
積り額の前提とした事業計画における施行数または単価等の重要な未達の発生
や人件費をはじめとした構造改革による費用削減が効果的に進捗しない、また
は将来の不確実性が増した場合、回収可能価額が減少し、翌事業年度における
減損損失の発生により重要な影響を与える可能性があります。

（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症等の影響について）
　2024年３月期は新型コロナウイルス感染症の影響は緩やかに減少するも
のの、継続的な物価高の影響等から経済環境は依然として不安定な状況で、
これらが一定程度業績に影響を及ぼすことを前提に固定資産の減損等の会計
上の見積りを行っております。
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当座貸越極度額 600,000千円
借入実行残高 269,503千円
差引額 330,496千円

（連結貸借対照表に関する注記）
当座貸越契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契
約を締結しております。
　これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

当連結会計年
度期首株式数
（株）

当連結会計年
度増加株式数
（株）

当連結会計年
度減少株式数
（株）

当連結会計年
度末株式数
（株）

発行済株式

普通株式 24,982,000 1,277,100 － 26,259,100

自己株式

普通株式 129 － － 129

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の発行済株式数の増加1,277,100株のうち、6,000株はストッ
ク・オプションの行使、1,271,100株は第三者割当による新株の発行に
よるものであります。

－ 24 －



区分 新株予約権の
内訳

新株予
約権の
目的と
なる株
式の種
類

新株予約権の目的となる
株式の数（株）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会
計年度末

提出会社
（親会
社）

2015年スト
ック・オプシ
ョンとして
の新株予約
権（第６回）

－ － － － （注）

合計 － － － － －

２．新株予約権、自己新株予約権に関する事項

（注）当社はストック・オプションの付与日時点において未公開企業であり、付
与時の単位当たりの本源的価値は０円であるため、当連結会計年度末残高
はありません。

３．配当に関する事項
　該当事項はありません。
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、運転資金及び設備投資資金について必要な資金（主に
銀行借入）を調達しております。また、一時的な余剰資金の運用について
は安全性の高い金融資産で運用しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　売掛金、敷金及び長期貸付金は、取引先の信用リスクに晒されておりま
す。
　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の債券であり、発行体の信
用リスクに晒されております。
　買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還
日は最長で決算日後13年であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社グループは、与信管理規程に従い、売掛金、敷金及び長期貸付金に
ついて、経理部門が取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ご
とに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸
念の早期把握や軽減を図っております。
②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、借入金に係る金利の変動リスクを抑制するために、金
融機関より金融商品に関する情報を収集し定期的に借入先及び契約内容の
見直しを実施しております。
③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなる
リスク）の管理
　当社グループは、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流
動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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連結貸借対照表
計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 投資有価証券

　　　その他有価証券 101,750 101,750 －

101,750 101,750 －

(2) 敷金（※） 432,149  421,230 △10,919

資産計 533,899 522,980 △10,919

(3) 長期借入金（※） 3,192,330 3,194,902 2,572

負債計 3,192,330 3,194,902 2,572

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価算定においては一定の前提条件等を採用しているため、
異なる前提条件等によった場合、当該時価が異なることもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりであります。
なお、「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「短期借入金」「未払
金」及び「未払法人税等」の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ
いては、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載
を省略しております。

（※）敷金には1年内回収予定の敷金を、長期借入金には1年内返済予定の長期借
入 金をそれぞれ含んでおります。
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１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,319,962 － － －

売掛金 717,410 － － －
投資有価証券
その他有価証券のう
ち、満期があるもの

　債券（社債） 71,750 30,000 － －

敷金 101,412  90,910  84,085  155,741

合計 2,210,535 120,910 84,085 155,741

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 869,936 － － － － －

長期借入金 808,091 521,652 426,296 760,679 131,468 544,142

合計 1,678,027 521,652 426,296 760,679 131,468 544,142

（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

２．借入金の連結決算日後の返済予定額
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券
　社債 － 101,750 － 101,750

資産計 － 101,750 － 101,750
該当事項はありません。 － － － －

負債計 － － － －

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
敷金 － 421,230 － 421,230

資産計 － 421,230 － 421,230
長期借入金 － 3,194,902 － 3,194,902

負債計 － 3,194,902 － 3,194,902

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要
性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）
相場価格により算定した時価
レベル 2 の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能
なインプットを用いて算定した時価
レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合に
は、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定におけ
る優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
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（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券（社債）
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債権の残存期間及び信用リスク
を加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時
価に分類しております。

敷金
　これらの時価は、将来キャッシュ・フローを無リスクの利子率で割り引い
た現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスク
を加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時
価に分類しております。
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(単位：百万円）
報告セグメント

合計婚活事
業

カジュ
アルウ
ェディ
ング事
業

テック
事業

ライフ
スタイ
ル事業

法人・
自治体
向け事
業

計

婚活サービス 2,271 － － － － 2,271 2,271

カジュアルウェディ
ングサービス

－ 2,689 － － － 2,689 2,689

テックサービス － － 167 － － 167 167

ライフスタイルサー
ビス

－ － － 55 － 55 55

法人・自治体向けサ
ービス

－ － － － 419 419 419

顧客との契約から
生じる収益

2,271 2,689 167 55 419 5,604 5,604

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上
高

2,271 2,689 167 55 419 5,604 5,604

（収益認識に関する注記）
(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりでありま
す。
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当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権 717百万円
契約負債 66百万円

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は「連結計算書類の作成のための基
本となる重要な事項に関する注記　４．会計方針に関する事項　(4)収益及
び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3)当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約負債の残高
　契約負債は主にサービス提供前に顧客から受け取った対価であり、連結
貸借対照表上、流動負債のその他に含まれております。
顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下のとおりであります。

当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含
まれている金額に重要性はありません。なお、当連結会計年度において、
過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の額には重要性はありま
せん。

②残存履行義務に配分した取引価格
　当初の予想期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を
適用し、記載を省略しております。
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（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額　　　　　5.73円
１株当たり当期純損失金額　　9.49円

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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( 2022年４月　1日から2023年３月31日まで )
（単位：千円）

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余
金 資本剰余金合計

当期首残高 44,000 － 1,144,198 1,144,198
当期変動額
新株の発行（新株予約
権の行使） 201 201 201

新株の発行 74,994 74,994 74,994
減資 △74,994 △74,994 149,989 74,994
欠損填補 △388,124 △388,124
当期純損失 －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） －

当期変動額合計 201 201 △238,134 △237,933
当期末残高 44,201 201 906,064 906,265

株主資本等変動計算書
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株主資本
利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金 利益剰余金合計繰越利益剰余金
当期首残高 △388,124 △388,124 △59 800,015
当期変動額
新株の発行（新株予約
権の行使） － 402

新株の発行 － 149,989
減資 － －
欠損填補 388,124 388,124 －
当期純損失 △804,708 △804,708 △804,708
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 △416,584 △416,584 － △654,317
当期末残高 △804,708 △804,708 △59 145,698

（単位：千円）
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評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算差額等

合計
当期首残高 － － － 800,015
当期変動額
新株の発行（新株予約
権の行使） － 402

新株の発行 － 149,989
減資 － －
欠損填補 － －
当期純損失 － △804,708
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － －

当期変動額合計 － － － △654,317
当期末残高 － － － 145,698

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
イ　関係会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。
ロ　その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）を採用しております。

　市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品
　最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方
法）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。但し、建物（建物附属設備は除く。）及
び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を
採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び建物附属設備　３～18年
工具、器具及び備品　　２～15年

(2) 無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、主な償却年数は次のとおりであります。
　　ソフトウエア（自社利用分）　５年（社内における利用可能期間）
　　のれん　　　　　　　 11年～12年
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３．引当金の計上基準
貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
　主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点
は以下のとおりであります。
①婚活事業

　婚活事業においては、会員に対して種別等に応じたサービスを提供す
ることを履行義務としています。会費等については時の経過に基づき、
また各種利用料については利用に応じて履行義務が充足されると判断し
ており、したがって会費等については契約期間等にわたって収益を認識
し、各種利用料については利用状況に応じて月の収益として認識してい
ます。
　なお、取引の対価は概ね各月において履行義務の充足前に前受けする
形、もしくは履行義務の充足時点から概ね２ヶ月以内に受領していま
す。

②カジュアルウェディング事業
　カジュアルウェディング事業においては、結婚式等のサービスを提供
することを履行義務としています。サービスの提供を行った時点で履行
義務が充足されると判断しており、したがって施行時に収益として認識
しています。
　なお、取引の対価は概ね各月において履行義務の充足前に前受けする
形、もしくは履行義務の充足時点から概ね１ヶ月以内に受領していま
す。

　収益は顧客との契約において約束された対価から値引き及び割戻し等を
控除した金額で測定しております。
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５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
ヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法
金利スワップについては、特例処理を適用しております。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…金利スワップ取引
ヘッジ対象…借入金

ハ　ヘッジ方針
　将来の金利市場における変動リスクを回避する目的で実施しており
ます。経営の安定化に寄与すると判断し取り組んでおり、投機的な取
引は行わない方針です。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定
を省略しております。

６．のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的
な年数で定額法により償却を行っております。
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（会計方針の変更）
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
31号　2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）
を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定
める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会
計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、これによる計
算書類に与える影響はありません。

（表示方法の変更）
　該当事項はありません。

（重要な会計上の見積り）
　重要な会計上の見積りに関する注記については、連結注記表（重要な会計上
の見積り）に同一の内容を記載しておりますため、注記を省略しております。

（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症等の影響について）
　新型コロナウイルス感染症等の影響に関する注記については、連結注記表
（追加情報）に同一の内容を記載しておりますため、注記を省略しておりま
す。
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当座貸越極度額 600,000千円
借入実行残高 269,503千円
差引額 330,496千円

未収入金 2,457千円

未払金 814千円

関係会社長期借入金 17,205千円

（貸借対照表に関する注記）
１．当座貸越契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契
約を締結しております。
　これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
（流動資産）

（流動負債）

（固定負債）

営業取引
　売上高 12,520千円
　売上原価 14,899千円
　販売費及び一般管理費 1,508千円
営業取引以外の取引
　営業外費用 56千円
　特別損失（関係会社債権放棄損） 650,000千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
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当事業年度期
首株式数
（株）

当事業年度増
加株式数
（株）

当事業年度減
少株式数
（株）

当事業年度末
株式数（株）

自己株式

普通株式 129 － － 129

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（税効果会計に関する注記）
　繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却超過額等であり、繰延税金負債
の発生の主な原因は、資産除去債務に対する除去費用であります。

種 類 会社等
の名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当
事者と
の関係

取 引
内 容

取 引 金 額
（ 千 円 ） 科 目 期 末 残 高

（ 千 円 ）

子会社

タメニ
ーアー
トワー
クス株
式会社

なし － 債権放棄
（注） 650,000 － －

（関連当事者との取引に関する注記）
(１）子会社

（注）タメニーアートワークス株式会社に対する債権放棄については、当社を存
続会社とする吸収合併に先立ち当社が同社に対する債権の一部を放棄した
ものであります。

(２）役員及び個人主要株主等
　　該当事項はありません。
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（収益認識に関する注記）
　収益を理解するための基礎となる情報については、連結注記表（収益認識に
関する注記）に同一の内容を記載しておりますため、注記を省略しておりま
す。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額　　　　　5.55円
１株当たり当期純損失金額　 32.19円

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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（その他の注記）
（子会社の吸収合併）
１．取引の概要
(1) 結合当事企業の概要及びその事業の内容
結合企業の名称：タメニー株式会社
事業の内容：婚活事業、カジュアルウェディング事業、その他婚活・カ

ジュアルウェディング周辺事業
被結合企業の名称：タメニーアートワークス株式会社
事業の内容：フォトウェディング事業
(2) 企業結合日
2023年３月31日
(3) 企業結合の法的形式
　当社を吸収合併存続会社、タメニーアートワークス株式会社を吸収合
併消滅会社とする吸収合併方式
(4) 結合後企業の名称
タメニー株式会社
(5) その他取引の概要に関する事項（取引の目的含む）
　グループ経営資源の集約と業務効率化を図るものであります。

２．実施する会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月
16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指
針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共
通支配下の取引として会計処理を行っております。
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太陽有限責任監査法人
東京事務所
指 定 有 限
責 任 社 員
業務執行社員

公認会計士 石 井 　 雅 也 ㊞
指 定 有 限
責 任 社 員
業務執行社員

公認会計士 西 村 　 大 司 ㊞

独立監査人の監査報告書
2023年５月22日

タメニー株式会社
取締役会　御中

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、タメニー株式会
社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算
書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、タメニー株式会社及び連結子会
社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連
結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社
から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責
任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び
監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内
容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明
するものではない。

会計監査報告
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を
通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監
査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討す
ること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤り
があると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これ
には、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適
正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき
連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関
する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結
計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従
って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐
疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま
た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査
手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す
るためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に
応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討
する。
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者
によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性
を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切で
あるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要
な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら
れるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め
られる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起
すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切で
ない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基
づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき
なくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する
注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書
類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の
財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計
算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人
は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実
施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の
重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国にお
ける職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響
を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会
計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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